




















































































































































































































































































































































（５）【事業の内容及び営業の概況】

 本資産運用会社は、金商法上の投資運用業を行う金融商品取引業者として、投信法上の資産運用会社としての業

務を行っています。

 本書の日付現在、本資産運用会社が資産を運用する投資法人は本投資法人のみです。ただし、本資産運用会社

は、将来において、本投資法人とは、投資方針、投資対象等において異なった性質を有する投資法人を設立し、当

該投資法人の資産を運用することも検討していますが、本書の日付現在において、具体的な計画はありません。

 なお、本資産運用会社の代表取締役である堀江正博は本投資法人の執行役員を兼務しており、平成15年６月16日

付で当時の投信法第13条に基づき、金融庁長官より兼職の承認を得ております。また、本資産運用会社と本投資法

人との間に資本関係はありません。
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２【その他の関係法人の概況】

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

（イ）投資主名簿等管理人（投信法第117条第２号乃至第６号関係、ただし、投資法人債に関する業務を除きま

す。）、特別口座管理人（投信法第117条２号関係、ただし、投資法人債に関する業務を除きます。）、投資法

人債に関する一般事務受託者（投信法第117条第２号、第３号及び第６号のうち、投資法人債に関する事務。）

及び資産保管会社

a. 名称

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

b. 資本金の額

  平成26年３月31日現在  324,279百万円

c. 事業の内容

信託業及び銀行業を営んでいます。

 

（ロ）特定関係法人

a. 名称

東京急行電鉄株式会社

東京都渋谷区南平台町５番６号

b. 資本金の額

  平成26年３月31日現在  121,724百万円

c. 事業の内容

交通事業、不動産事業、生活サービス事業、ホテル・リゾート事業及びビジネスサポート事業を営んでいま

す。

 

（２）【関係業務の概要】

（イ）三菱UFJ信託銀行株式会社

 一般事務受託業務、資産保管業務、特別口座管理人及び投資法人債に関する一般事務受託業務（前記「第一部 

ファンド情報 第１ ファンドの状況 ４ 手数料等及び税金 (３）管理報酬等 (ハ）一般事務受託者及び資

産保管会社への支払手数料」をご参照下さい。）

 

（ロ）東京急行電鉄株式会社

 本投資法人に対する商標使用許諾、本投資法人に対するパイプライン・サポート、本投資法人に対するプロパ

ティ・マネジメント業務の提供、本投資法人からの運用資産の賃借、本投資法人に対する運用資産の譲渡

 

（３）【資本関係】

（イ）三菱UFJ信託銀行株式会社

 平成26年７月31日現在、本投資法人の投資口9,196口（発行済投資口総数の0.94％）を保有しています。な

お、この他に、該当事項はありません。

 

（ロ）東京急行電鉄株式会社 

 平成26年７月31日現在、本投資法人の投資口49,000口（発行済投資口総数の5.01％）を保有しています。

これに関連して、本投資法人及び本資産運用会社との間で投資法人の投資口の保有に関する覚書を締結していま

す。なお、この他に、該当事項はありません。
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第５【投資法人の経理状況】
1. 財務諸表の作成方法について

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。その

後の改正を含みます。）（以下「財務諸表等規則」といいます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算

に関する規則」（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。

 

2. 監査証明について

 本投資法人は、金商法第193条の２第１項の規定に基づき、第22期計算期間（平成26年２月１日から平成26年７月31

日まで）の財務諸表について、あらた監査法人の監査を受けています。

 

3. 連結財務諸表について

 本投資法人は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成していません。
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  第21期 
(平成26年１月31日) 

第22期 
(平成26年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,362,193 4,148,765 

信託現金及び信託預金 8,106,642 8,086,144 

営業未収入金 135,365 160,901 

未収消費税等 155,434 － 

前払費用 34,671 23,222 

繰延税金資産 17 27 

1年内回収予定の信託差入敷金及び保証金 18,506 18,506 

その他 9,741 84,624 

流動資産合計 11,822,574 12,522,191 

固定資産    

有形固定資産    

建物 11,877,256 12,005,318 

減価償却累計額 △1,738,800 △1,965,109 

建物（純額） 10,138,456 10,040,208 

構築物 106,646 147,406 

減価償却累計額 △19,818 △23,636 

構築物（純額） 86,827 123,769 

機械及び装置 98,404 98,404 

減価償却累計額 △29,697 △36,528 

機械及び装置（純額） 68,706 61,875 

工具、器具及び備品 45,034 54,099 

減価償却累計額 △22,635 △25,870 

工具、器具及び備品（純額） 22,399 28,228 

土地 54,439,838 54,441,238 

建設仮勘定 2,300 － 

信託建物 ※１ 48,082,282 ※１ 48,200,862 

減価償却累計額 △15,310,645 △16,062,348 

信託建物（純額） 32,771,637 32,138,514 

信託構築物 ※１ 831,723 ※１ 833,841 

減価償却累計額 △398,836 △415,685 

信託構築物（純額） 432,886 418,155 

信託機械及び装置 ※１ 985,664 ※１ 990,326 

減価償却累計額 △755,366 △792,992 

信託機械及び装置（純額） 230,297 197,333 

信託工具、器具及び備品 ※１ 328,501 ※１ 351,248 

減価償却累計額 △246,361 △258,472 

信託工具、器具及び備品（純額） 82,139 92,775 

信託土地 ※１ 119,633,538 ※１ 119,633,538 

信託建設仮勘定 2,510 4,368 

有形固定資産合計 217,911,538 217,180,006 
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    （単位：千円） 

  第21期 
(平成26年１月31日) 

第22期 
(平成26年７月31日) 

無形固定資産    

その他 531 301 

信託その他無形固定資産 11,913 10,532 

無形固定資産合計 12,444 10,834 

投資その他の資産    

敷金及び保証金 203,877 203,877 

信託差入敷金及び保証金 781,069 781,069 

長期前払費用 1,295 1,083 

その他 169,068 182,547 

投資その他の資産合計 1,155,311 1,168,577 

固定資産合計 219,079,294 218,359,419 

繰延資産    

投資口交付費 45,021 36,193 

投資法人債発行費 19,765 51,682 

繰延資産合計 64,787 87,875 

資産合計 230,966,655 230,969,486 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 773,481 738,386 

短期借入金 11,500,000 5,000,000 

1年内償還予定の投資法人債 5,000,000 5,000,000 

1年内返済予定の長期借入金 7,000,000 9,000,000 

未払金 290,186 297,295 

未払費用 174,911 177,758 

未払法人税等 714 988 

未払消費税等 － 287,684 

前受金 1,119,769 1,149,967 

預り金 424 12 

1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 ※１ 624,801 ※１ 624,801 

その他 12,727 13,704 

流動負債合計 26,497,015 22,290,598 

固定負債    

投資法人債 3,000,000 9,500,000 

長期借入金 76,500,000 74,500,000 

預り敷金及び保証金 3,255,424 3,202,304 

信託預り敷金及び保証金 ※１ 8,725,634 ※１ 8,533,974 

その他 2,002 2,130 

固定負債合計 91,483,062 95,738,410 

負債合計 117,980,077 118,029,008 
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    （単位：千円） 

  第21期 
(平成26年１月31日) 

第22期 
(平成26年７月31日) 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 110,479,406 110,479,406 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,507,172 2,461,072 

剰余金合計 2,507,172 2,461,072 

投資主資本合計 112,986,578 112,940,478 

純資産合計 ※３ 112,986,578 ※３ 112,940,478 

負債純資産合計 230,966,655 230,969,486 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
第21期 

自 平成25年８月１日 
至 平成26年１月31日 

第22期 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 6,743,655 ※１ 6,794,637 

その他賃貸事業収入 ※１ 561,067 ※１ 505,431 

工事負担金受入額 930 2,650 

資産受入益 2,400 － 

営業収益合計 7,308,054 7,302,718 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 3,366,573 ※１ 3,420,504 

資産運用報酬 494,674 525,323 

資産保管手数料 16,819 18,257 

一般事務委託手数料 42,311 45,456 

役員報酬 6,000 6,000 

その他営業費用 58,921 61,735 

営業費用合計 3,985,300 4,077,278 

営業利益 3,322,753 3,225,440 

営業外収益    

受取利息 1,241 1,155 

未払分配金戻入 1,281 1,203 

還付加算金 － 1,025 

受取保険金 30 772 

受取補償金 14 8 

営業外収益合計 2,567 4,164 

営業外費用    

支払利息 692,132 628,721 

投資法人債利息 69,679 83,269 

保証金利息 20,228 17,736 

投資口交付費償却 8,438 8,828 

投資法人債発行費償却 2,916 5,680 

その他 23,799 23,108 

営業外費用合計 817,194 767,345 

経常利益 2,508,127 2,462,259 

税引前当期純利益 2,508,127 2,462,259 

法人税、住民税及び事業税 964 1,216 

法人税等調整額 △2 △10 

法人税等合計 961 1,206 

当期純利益 2,507,166 2,461,053 

前期繰越利益 6 19 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,507,172 2,461,072 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

第21期（自 平成25年８月１日 至 平成26年１月31日）

        （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 98,019,722 2,035,784 2,035,784 100,055,507 100,055,507 

当期変動額          

新投資口の発行 12,459,683     12,459,683 12,459,683 

剰余金の配当   △2,035,778 △2,035,778 △2,035,778 △2,035,778 

当期純利益   2,507,166 2,507,166 2,507,166 2,507,166 

当期変動額合計 12,459,683 471,387 471,387 12,931,071 12,931,071 

当期末残高 ※１ 110,479,406 2,507,172 2,507,172 112,986,578 112,986,578 

 

第22期（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日）

        （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 110,479,406 2,507,172 2,507,172 112,986,578 112,986,578 

当期変動額          

剰余金の配当   △2,507,152 △2,507,152 △2,507,152 △2,507,152 

当期純利益   2,461,053 2,461,053 2,461,053 2,461,053 

当期変動額合計 － △46,099 △46,099 △46,099 △46,099 

当期末残高 ※１ 110,479,406 2,461,072 2,461,072 112,940,478 112,940,478 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

項目
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

Ⅰ 当期未処分利益 2,507,172千円 2,461,072千円

Ⅱ 分配金額 2,507,152千円 2,460,619千円

（投資口１口当たり分配金の額） （12,823円） （2,517円）

Ⅲ 次期繰越利益 19千円 453千円

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第30条第２号

に定める「租税特別措置法第67条

の15に規定される本投資法人の配

当可能利益の額の100分の90に相当

する金額を超えて分配する」旨の

方針に従い、当期未処分利益の概

ね全額である2,507,152千円を利益

分配金として分配することとしま

した。なお、規約第30条第４号に

定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。

本投資法人の規約第30条第２号

に定める「租税特別措置法第67条

の15に規定される本投資法人の配

当可能利益の額の100分の90に相当

する金額を超えて分配する」旨の

方針に従い、当期未処分利益の概

ね全額である2,460,619千円を利益

分配金として分配することとしま

した。なお、規約第30条第４号に

定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。

(注) 投資口１口当たり分配金の額以外の金額は、いずれも千円未満を切捨てて記載しています。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
第21期 

自 平成25年８月１日 
至 平成26年１月31日 

第22期 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 2,508,127 2,462,259 

減価償却費 1,089,648 1,066,790 

投資口交付費償却 8,438 8,828 

投資法人債発行費償却 2,916 5,680 

固定資産除却損 4,343 11,270 

受取利息 △1,241 △1,155 

支払利息 782,040 729,727 

営業未収入金の増減額（△は増加） △6,528 △25,535 

未収消費税等の増減額（△は増加） △155,434 155,434 

営業未払金の増減額（△は減少） 41,006 △7,436 

未払金の増減額（△は減少） 24,249 7,109 

未払消費税等の増減額（△は減少） △64,280 287,684 

未払費用の増減額（△は減少） 7,601 △7,724 

前受金の増減額（△は減少） 112,236 30,198 

預り金の増減額（△は減少） △484 △411 

その他 15,521 △77,775 

小計 4,368,158 4,644,944 

利息の受取額 1,241 1,155 

利息の支払額 △780,517 △719,156 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △897 △942 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,587,984 3,926,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △20,609,100 △130,179 

信託有形固定資産の取得による支出 △5,350,390 △242,215 

信託無形固定資産の取得による支出 － △181 

敷金及び保証金の差入による支出 △78,625 － 

信託敷金及び保証金の差入による支出 △12,000 － 

信託敷金及び保証金の回収による収入 30,506 － 

預り敷金及び保証金の受入による収入 1,003,787 33,603 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △24,849 △86,724 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 335,022 99,915 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,925,014 △291,574 

使途制限付信託預金の預入による支出 △353,529 △99,915 

使途制限付信託預金の引出による収入 1,708,092 74,652 

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,276,101 △642,619 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 12,500,000 － 

短期借入金の返済による支出 △1,000,000 △6,500,000 

長期借入れによる収入 10,000,000 7,000,000 

長期借入金の返済による支出 △10,000,000 △7,000,000 

投資法人債の発行による収入 － 6,462,402 

投資口の発行による収入 12,406,222 － 

分配金の支払額 △2,034,096 △2,504,972 

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,872,126 △2,542,570 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 184,009 740,810 

現金及び現金同等物の期首残高 5,095,973 5,279,983 

現金及び現金同等物の期末残高 5,279,983 6,020,793 
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（６）【注記表】

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

 

１．固定資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産（信託財産を含む） 

定額法を採用しています。 

なお、有形固定資産の耐用年数は以下の通りです。 

建物          ２～50年 

構築物       ２～52年 

機械及び装置    ２～17年 

工具、器具及び備品 ２～15年 

 

② 無形固定資産（信託財産を含む） 

定額法を採用しています。 

 

２．繰延資産の処

理方法 

①投資口交付費 

３年間で定額法により償却しています。 

②投資法人債発行費 

償還期間にわたり定額法により償却しています。 

 

３．収益及び費用

の計上基準 

固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等については、賦

課決定された税額のうち当期に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を

採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金として

譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相当額については、費用計上せず当該不動産

等の取得原価に算入しています。不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額

は、第21期は47,561千円、第22期はありません。 

 

４．キャッシュ・

フロー計算書

における資金

の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信

託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっています。 

５．その他財務諸

表作成のため

の基本となる

重要な事項 

① 不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産内の全ての資

産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定について、貸借対照

表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目について

は、貸借対照表において区分掲記することとしています。 

(１) 信託現金及び信託預金 

(２) １年内回収予定の信託差入敷金及び保証金 

(３) 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土

地、信託建設仮勘定 

(４) 信託その他無形固定資産 

(５) 信託差入敷金及び保証金 

(６) １年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 

(７) 信託預り敷金及び保証金 

  ② 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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〔貸借対照表に関する注記〕

※１．担保に供している資産及び担保を付している債務は以下の通りです。

担保に供している資産

（単位：千円）
 

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

信託建物 2,558,314 2,485,866 

信託構築物 126,497 123,961 

信託機械及び装置 6,739 6,431 

信託工具、器具及び備品 1,043 920 

信託土地 5,585,737 5,585,737 

合計 8,278,332 8,202,917 

 

担保を付している債務

（単位：千円）
 

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

１年内返還予定の信託預り敷金及

び保証金
433,845 433,845 

信託預り敷金及び保証金 1,928,202 1,711,279 

合計 2,362,047 2,145,124 

 

２．コミットメントラインの設定に関する契約

  本投資法人は取引銀行５行とコミットメントラインの設定に関する契約を締結しています。なお、第

21期末及び第22期末における契約に基づく借入残高はありません。

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

コミットメントラインの総額 19,000,000千円 18,000,000千円

借入実行残高 ― ―

差引額 19,000,000千円 18,000,000千円

 

※３．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額

第21期
（平成26年１月31日）

第22期
（平成26年７月31日）

50,000千円 50,000千円
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〔損益計算書に関する注記〕

※１．不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）
 

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

A. 不動産賃貸事業収益    

賃貸事業収入    

賃料収入 5,522,424 5,574,191

共益費収入 749,647 744,657

月極駐車場収入 155,622 157,880

その他賃料収入（注１） 315,961 317,907

計 6,743,655 6,794,637

その他賃貸事業収入    

付帯収益（注２） 447,275 439,591

その他雑収入 113,792 65,839

計 561,067 505,431

不動産賃貸事業収益合計 7,304,723 7,300,068

     

B. 不動産賃貸事業費用    

賃貸事業費用    

水道光熱費 643,781 652,252

外注委託費 461,577 460,771

プロパティ・マネジメント報酬 159,256 152,289

修繕費 171,643 169,011

公租公課 592,035 678,273

損害保険料 13,219 13,425

減価償却費 1,089,648 1,066,790

固定資産除却損 4,343 11,270

その他賃貸事業費用 231,068 216,418

不動産賃貸事業費用合計 3,366,573 3,420,504

     

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 3,938,149 3,879,564

       （注１）賃料収入、共益費収入及び月極駐車場収入以外の定額の収益を記載しています。

       （注２）使用量に応じてテナントから受取る水道光熱費等を含みます。

 

 

〔投資主資本等変動計算書に関する注記〕

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

※１．発行済投資口の総口数 195,520口 977,600口
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〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）
 

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

現金及び預金 3,362,193 4,148,765 

信託現金及び信託預金 8,106,642 8,086,144 

使途制限付信託預金（注） △6,188,852 △6,214,115

現金及び現金同等物 5,279,983 6,020,793 

    （注）テナントから預かっている敷金及び保証金の返還のために留保されている信託預金です。

 

〔リース取引に関する注記〕

オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

１年内 218,989千円 222,228千円

１年超 2,480,485千円 2,368,021千円

合計 2,699,475千円 2,590,249千円

 

オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

１年内 5,836,186千円 6,001,894千円

１年超 21,191,778千円 19,373,636千円

合計 27,027,965千円 25,375,531千円
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〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針 

  本投資法人は資産の取得又は債務の返済等資金を投資口の追加発行、借入れ又は投資法人債の発行で

調達します。資金調達においては、安定性、機動性、効率性を基本とし、ファンディング・コストの低

減、外部成長、支出の極小化により投資主価値の最大化を図ることを財務方針としています。 

  余剰資金の運用については、有価証券、金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原

則として預金にて運用しています。 

  デリバティブ取引については、金利変動リスク等を回避するために利用する可能性がありますが、投

機的な取引は行わない方針です。なお、現在デリバティブ取引は行っていません。 

 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

  本投資法人は、資産運用会社によりリスク管理体制の適切性・有効性について定期的に検証し、高度

化を図っています。個別の金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制については、以下の通

りです。 

  預金は、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、預入先金融機関の分散化を図る

ことにより当該リスクを管理しています。 

  借入金及び投資法人債の資金使途は、主に資産の取得又は債務の返済等であり、返済時の流動性リス

クに晒されていますが、本投資法人では、増資による資本市場からの調達能力の維持・強化に努めると

ともに、複数の資金調達元の確保と返済期限の分散、主要取引先銀行との間で180億円のコミットメン

トライン契約の締結（第21期末時点及び第22期末現在利用残高なし）、さらに月次で資金管理計画を作

成すること等により流動性リスクを管理しています。 

  変動金利の借入金は、金利変動リスクに晒されていますが、資産評価LTV（注）を低位に保ち、長期

固定金利による借入の比率を高位に保つことや経済環境や金融環境、テナントとの賃貸借契約の内容及

び資産保有期間等に応じた調達年限を設定することで、金利の上昇が本投資法人の運営に与える影響を

限定的にしています。さらに、変動金利の上昇リスクを回避し支払利息の固定化を進めるために、デリ

バティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用できることとしています。 

  預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナント退去による流動性リスクに晒されて

いますが、月次で資金管理計画を作成すること等により流動性リスクを管理しています。 

（注）（有利子負債合計＋現金積立のない敷金保証金等）÷（特定資産の期末算定価額又は取得時鑑定評価額の合計）×100 

 

（３） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。

 

第21期（平成26年１月31日）

（単位：千円）
 

 
貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）現金及び預金 3,362,193 3,362,193 ―

（２）信託現金及び信託預金 8,106,642 8,106,642 ―

資産計 11,468,835 11,468,835 ―

（１）短期借入金 11,500,000 11,500,000 ―

（２）１年内償還予定の投資法人債 5,000,000 5,076,310 76,310

（３）１年内返済予定の長期借入金 7,000,000 7,006,256 6,256

（４）１年内返還予定の信託預り

   敷金及び保証金
624,801 654,888 30,086

（５）投資法人債 3,000,000 3,077,441 77,441

（６）長期借入金 76,500,000 78,116,419 1,616,419

（７）信託預り敷金及び保証金 2,209,977 2,200,112 △9,864

負債計 105,834,779 107,631,428 1,796,649

 

第22期（平成26年７月31日）

（単位：千円）
 

 
貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）現金及び預金 4,148,765 4,148,765 ―

（２）信託現金及び信託預金 8,086,144 8,086,144 ―

資産計 12,234,909 12,234,909 ―

（１）短期借入金 5,000,000 5,000,000 ―

（２）１年内償還予定の投資法人債 5,000,000 5,039,444 39,444

（３）１年内返済予定の長期借入金 9,000,000 9,119,714 119,714

（４）１年内返還予定の信託預り

   敷金及び保証金
624,801 651,446 26,644

（５）投資法人債 9,500,000 9,649,958 149,958

（６）長期借入金 74,500,000 76,346,534 1,846,534

（７）信託預り敷金及び保証金 1,993,054 1,993,130 75

負債計 105,617,856 107,800,229 2,182,372

 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資産 

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金 

 これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっています。 
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負債 

（１）短期借入金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっていま

す。 

（２）１年内償還予定の投資法人債、（５）投資法人債 

 投資法人債の時価については、元利金の合計額を当該投資法人債の残存期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

（３）１年内返済予定の長期借入金、（６）長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっています。 

（４）１年内返還予定の信託預り敷金及び保証金、（７）信託預り敷金及び保証金 

 信託預り敷金及び保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを、返済期日までの期

間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

 

（単位：千円）
 

区分
第21期

(平成26年１月31日)
第22期

(平成26年７月31日)

① 預り敷金及び保証金 3,255,424 3,202,304 

② 信託預り敷金及び保証金 6,515,657 6,540,920 

   これらについては、市場価格がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定するこ

とが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、時価の算定には含めていません。

 

    （注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

 第21期（平成26年１月31日）

（単位：千円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

現金及び預金 3,362,193 ― ― ― ― ―

信託現金及び信託預金 8,106,642 ― ― ― ― ―

合計 11,468,835 ― ― ― ― ―

 

 第22期（平成26年７月31日）

（単位：千円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

現金及び預金 4,148,765 ― ― ― ― ―

信託現金及び信託預金 8,086,144 ― ― ― ― ―

合計 12,234,909 ― ― ― ― ―
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    （注４）短期借入金、投資法人債、長期借入金の決算日後の返済予定額

 第21期（平成26年１月31日）

（単位：千円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 11,500,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 5,000,000 ― ― ― ― 3,000,000

長期借入金 7,000,000 11,200,000 10,500,000 14,000,000 12,200,000 28,600,000

合計 23,500,000 11,200,000 10,500,000 14,000,000 12,200,000 31,600,000

 

 第22期（平成26年７月31日）

（単位：千円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 5,000,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 5,000,000 ― ― ― 3,500,000 6,000,000

長期借入金 9,000,000 5,700,000 14,000,000 14,500,000 9,000,000 31,300,000

合計 19,000,000 5,700,000 14,000,000 14,500,000 12,500,000 37,300,000
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〔有価証券に関する注記〕

本投資法人は、有価証券取引を全く行っていませんので、該当事項はありません。

 

〔デリバティブ取引に関する注記〕

本投資法人は、デリバティブ取引を全く行っていませんので、該当事項はありません。

 

〔退職給付に関する注記〕

本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。

 

〔税効果会計に関する注記〕

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：千円）
 

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入額 17 27

繰延税金資産合計 17 27

繰延税金資産の純額 17 27

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳

（単位：％）
 

 
第21期

（平成26年１月31日）
第22期

（平成26年７月31日）

法定実効税率 36.59 36.59

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △36.58 △36.57

その他 0.02 0.02

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.04 0.05

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布されたことに伴い、

平成26年８月１日以降に開始する会計期間において解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は36.59％から34.16％に変更されます。 

 なお、当該税率変更による影響額は軽微です。 

 

〔持分法損益等に関する注記〕

本投資法人には関連会社は一切存在せず、該当事項はありません。
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

第21期（自 平成25年８月１日 至 平成26年１月31日） 

役員及び個人主要投資主等

属性 氏名 事業の内容又は職業 
議決権等の所有
（被所有）割合

(%) 
取引の内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員及びその近

親者 
堀江 正博

本投資法人 執行役員 

兼 

東急リアル・エステー

ト・インベストメント・

マネジメント株式会社 

代表取締役 

－ 

東急リアル・エス

テート・インベス

トメント・マネジ

メント株式会社へ

の資産運用報酬の

支払 

494,674 未払金 258,539 

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていません。 

（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    本投資法人の執行役員である堀江正博が第三者（東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社）の代表者として 

       行なった取引であり、本投資法人の規約に定められた取引条件によっています。 

 

第22期（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日） 

役員及び個人主要投資主等

属性 氏名 事業の内容又は職業 
議決権等の所有
（被所有）割合

(%) 
取引の内容 取引金額 

(千円) 
科目 期末残高 

(千円) 

役員及びその近

親者 
堀江 正博

本投資法人 執行役員 

兼 

東急リアル・エステー

ト・インベストメント・

マネジメント株式会社 

代表取締役 

－ 

東急リアル・エス

テート・インベス

トメント・マネジ

メント株式会社へ

の資産運用報酬の

支払 

525,323  未払金 263,663 

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていません。 

（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    本投資法人の執行役員である堀江正博が第三者（東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社）の代表者として 

       行なった取引であり、本投資法人の規約に定められた取引条件によっています。 

 

 

 

〔資産除去債務に関する注記〕

該当事項はありません。
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〔賃貸等不動産に関する注記〕

 本投資法人では、主として東京都心５区地域及び東急沿線地域（注１）に立地する賃貸オフィスビル及び賃貸

商業施設（土地を含む）を所有しています。これら賃貸等不動産の期末における貸借対照表計上額、期中増減額

及び時価は以下の通りです。

（単位：千円）
 

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

貸借対照表計上額

（注２）

期首残高 193,019,380 217,923,982 

期中増減額（注３） 24,904,602 △733,141 

期末残高 217,923,982 217,190,841 

期末時価（注４）（注５） 224,650,000 228,310,000 

 （注１）「地域」については、「東京都心５区地域」を都心５区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）及び都

心５区に準ずる商業用不動産集積地（池袋周辺地域、後楽周辺地域、上野周辺地域等）と区分しています。

また、「東急沿線地域」を東急沿線拠点地域（渋谷区）及びその他東急沿線地域（東京都（品川区、目黒区、

世田谷区、大田区、町田市）、神奈川県横浜市（港北区、神奈川区、中区、西区、緑区、青葉区、都筑区）、

神奈川県川崎市（中原区、高津区、宮前区）、神奈川県大和市）と区分しています。なお、渋谷区は、東京都

心５区地域と東急沿線地域の両方に含まれます。「その他」は東京都心５区地域及び東急沿線地域を除く東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県を中心とした首都圏と区分しています。

 （注２）貸借対照表計上額は取得価額（取得に伴う付帯費用を含みます。）から減価償却累計額を控除した金額です。

 （注３）期中増減額のうち、第21期の主な増加額はカレイド渋谷宮益坂（5,164,891千円）、渋谷Rサンケイビル

（5,444,295千円）及び東急虎ノ門ビル（15,156,374千円）の取得によるものであり、主な減少額は減価償却

費（1,089,648千円）の計上によるものです。

     第22期の主な増加額はCONZE（コンツェ）恵比寿のリニューアル工事等の資本的支出（343,960千円）によるも

のであり、主な減少額は減価償却費（1,066,790千円）の計上によるものです。 

 （注４）第21期の期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

 （注５）第22期の期末時価は、平成26年８月８日に譲渡したビーコンヒルプラザ（イトーヨーカドー能見台店）につい

ては譲渡価額、その他の不動産等については社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

 

 なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「〔損益計算書に関する注記〕」に記載の通りです。
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〔セグメント情報等に関する注記〕

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

 本投資法人の報告セグメントは、本投資法人及び資産運用会社の構成単位のうち分離された財務情報が

入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものです。

 本投資法人は、主として東京都心５区地域及び東急沿線地域に立地する賃貸オフィスビル及び賃貸商業

施設（土地を含む）を対象に資産運用を行っています。

 したがって、本投資法人及び資産運用会社は、運用資産の種類別セグメントから構成されており、「オ

フィス賃貸事業」及び「商業施設賃貸事業」の２つを報告セグメントとしています。

 

２．報告セグメントの利益、資産及び負債等の測定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」にお

ける記載と概ね同一です。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

 

３．報告セグメントの利益、資産及び負債等に関する情報

第21期（平成26年１月31日）

（単位：千円）
 

 
商業施設
賃貸事業

オフィス
賃貸事業

調整額
（注２）

財務諸表
計上額

営業収益（注１） 2,959,056 4,345,666 3,330 7,308,054

セグメント利益 1,667,662 2,270,487 △615,396 3,322,753

セグメント資産 91,067,391 126,856,591 13,042,673 230,966,655

その他の項目        

減価償却費 411,103 678,545 ― 1,089,648

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
5,227,623 20,770,970 ― 25,998,593

 

第22期（平成26年７月31日）

（単位：千円）
 

 
商業施設
賃貸事業

オフィス
賃貸事業

調整額
（注２）

財務諸表
計上額

営業収益（注１） 2,918,651 4,381,416 2,650 7,302,718

セグメント利益 1,625,964 2,253,599 △654,123 3,225,440

セグメント資産 90,838,824 126,352,016 13,778,645 230,969,486

その他の項目        

減価償却費 410,347 656,443 ― 1,066,790

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
188,602 158,901 ― 347,503

 

      （注１）本投資法人の営業収益は、すべて外部顧客に対するものです。

      （注２）第21期において、営業収益の調整額3,330千円は、工事負担金受入額930千円及び資産受入益2,400

千円です。 

セグメント利益の調整額△615,396千円は、工事負担金受入額930千円、資産受入益2,400千円及び

各報告セグメントに配分していない全社費用618,726千円です。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない資産運用報酬、資産保管手数料、一般事務委託手数料、役員報酬等です。 

セグメント資産の調整額13,042,673千円は、流動資産11,822,574千円、投資その他の資産

1,155,311千円及び繰延資産64,787千円です。 

第22期において、営業収益の調整額2,650千円は、工事負担金受入額です。 
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セグメント利益の調整額△654,123千円は、工事負担金受入額2,650千円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用656,773千円です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない資産運用

報酬、資産保管手数料、一般事務委託手数料、役員報酬等です。 

セグメント資産の調整額13,778,645千円は、流動資産12,522,191千円、投資その他の資産

1,168,577千円及び繰延資産87,875千円です。 

 

（関連情報）

第21期（自 平成25年８月１日 至 平成26年１月31日）

１．製品及びサービス毎の情報

 本投資法人の報告セグメントは、製品及びサービス毎に構成しているため、記載を省略しています。

（「報告セグメントの利益、資産及び負債等に関する情報」をご参照下さい。）

 

２．地域毎の情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しています。

 

３．主要な顧客毎の情報 

（単位：千円）
 

相手先 営業収益 関連するセグメント名

利害関係者（注） 1,200,205 
商業施設賃貸事業

オフィス賃貸事業

（注）「利害関係者」とは以下のⅰからⅶまでのいずれかに掲げる者をいいます。

ⅰ. 東急電鉄 

ⅱ. 東急電鉄の連結子会社 

ⅲ. 東急電鉄又は東急電鉄の連結子会社の意向を受けて設立されたそれらによる匿名組合出資その

他の出資の比率が過半である特定目的会社又は特別目的事業体 

ⅳ. 東急電鉄の連結決算上の関連会社 

ⅴ. 東急不動産ホールディングス 

ⅵ. 東急不動産ホールディングスの連結子会社 

ⅶ. 東急不動産ホールディングス又は東急不動産ホールディングスの連結子会社の意向を受けて設

立されたそれらによる匿名組合出資その他の出資の比率が過半である特定目的会社及び特別目

的会社 

 

第22期（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日）

１．製品及びサービス毎の情報

 本投資法人の報告セグメントは、製品及びサービス毎に構成しているため、記載を省略しています。

（「報告セグメントの利益、資産及び負債等に関する情報」をご参照下さい。）

 

２．地域毎の情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しています。
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３．主要な顧客毎の情報

（単位：千円）
 

相手先 営業収益 関連するセグメント名

利害関係者（注） 1,212,394 
商業施設賃貸事業

オフィス賃貸事業

（注）「利害関係者」とは以下のⅰからⅶまでのいずれかに掲げる者をいいます。

      ⅰ．東急電鉄

      ⅱ．東急電鉄の連結子会社

      ⅲ．東急電鉄又は東急電鉄の連結子会社の意向を受けて設立されたそれらによる匿名組合出資その

他の出資の比率が過半である特定目的会社又は特別目的事業体

      ⅳ．東急電鉄の連結決算上の関連会社

      ⅴ．東急不動産ホールディングス

      ⅵ．東急不動産ホールディングスの連結子会社

      ⅶ．東急不動産ホールディングス又は東急不動産ホールディングスの連結子会社の意向を受けて設

立されたそれらによる匿名組合出資その他の出資の比率が過半である特定目的会社及び特別目

的会社

 

 

〔１口当たり情報に関する注記〕 

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

１口当たり純資産額 115,575円 115,528円

１口当たり当期純利益 2,590円 2,517円

 （注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。

また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。

 （注２）平成26年１月31日を基準日、同年２月１日を効力発生日として、投資口を１口につき５口の割合をもって分割

しました。 

１口当たり純資産額及び１口当たり当期純利益については、第21期首に当該投資口分割が行われたものと仮定

して算定しています。 

 （注３）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

 
第21期

自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

当期純利益（千円） 2,507,166 2,461,053 

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,507,166 2,461,053 

期中平均投資口数（口） 967,914 977,600 
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〔重要な後発事象に関する注記〕

１．資産の譲渡 

   平成26年８月８日付で、以下の資産の譲渡を行いました。 

（１）譲渡資産 ：国内不動産を主な信託財産とする信託受益権 

（２）物件名称 ：ビーコンヒルプラザ（イトーヨーカドー能見台店） 

（３）譲渡価額（注） ：8,720百万円 

（４）契約日 ：平成26年６月６日 

（５）譲渡日 ：平成26年８月８日 

（６）譲渡先 ：株式会社イトーヨーカ堂 

（７）損益に及ぼす影響 ：第23期（平成27年１月期）において、不動産等売却益約466百万円を計上する予定

です。 

（注）「譲渡価額」は、当該資産の譲渡に要した諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（受益権売

買契約書に記載された売買代金）を記載しています。 
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（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表

 該当事項はありません。

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

 該当事項はありません。

 

   ③ 不動産等明細表のうち総括表

（単位：千円） 

資産の種類 
当期首 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

減価償却 

累計額又は 

償却累計額 

当期 

償却額 

差引 

当期末 

残高 

摘要 

有

形

固

定

資

産 

建物 11,877,256 131,756 3,694 12,005,318 1,965,109 228,122 10,040,208 （注２） 

構築物 106,646 40,760 ― 147,406 23,636 3,817 123,769 （注２） 

機械及び装置 98,404 ― ― 98,404 36,528 6,831 61,875  

工具、器具及び備品 45,034 9,682 618 54,099 25,870 3,600 28,228 （注２） 

土地 54,439,838 1,400 ― 54,441,238 ― ― 54,441,238  

建設仮勘定 2,300 ― 2,300 ― ― ― ―  

信託建物 48,082,282 131,667 13,086 48,200,862 16,062,348 755,711 32,138,514 （注２） 

信託構築物 831,723 2,118 ― 833,841 415,685 16,848 418,155 （注２） 

信託機械及び装置 985,664 4,661 ― 990,326 792,992 37,626 197,333 （注２） 

信託工具、器具及び備品 328,501 23,132 385 351,248 258,472 12,439 92,775 （注２） 

信託土地 119,633,538 ― ― 119,633,538 ― ― 119,633,538  

信託建設仮勘定 2,510 2,142 283 4,368 ― ― 4,368  

小 計 236,433,700 347,321 20,369 236,760,653 19,580,646 1,064,998 217,180,006  

無
形 
固
定
資
産 

その他 2,703 ― ― 2,703 2,402 230 301  

信託その他 

無形固定資産 
30,460 181 ― 30,642 20,109 1,561 10,532  

小 計 33,164 181 ― 33,345 22,511 1,791 10,834  

合 計 236,466,864 347,503 20,369 236,793,999 19,603,157 1,066,790 217,190,841  

（注１）不動産信託受益権についても含めて記載しています。 

（注２）当期増加額は、主に各物件の改修工事によるものです。 

 

④ その他特定資産の明細表

 不動産信託受益権については、「③ 不動産等明細表のうち総括表」に含めて記載しています。
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⑤ 投資法人債明細表 

（単位：千円）
 

銘柄 発行年月日 
当期首 
残高 

当期 
減少額 

当期末 
残高 

利率 
（％） 償還期限 使途 摘要 

第２回無担保投資法人債 平成19年10月24日 5,000,000 ― 5,000,000 1.89000 平成26年10月24日 

借換資金 

 無担保・ 
無保証 

（注１） 
（注２） 

第３回無担保投資法人債 平成24年10月22日 3,000,000 ― 3,000,000 1.47000 平成34年10月21日 

 無担保・ 
無保証 

（注１） 

第４回無担保投資法人債 平成26年２月14日 ― ― 3,500,000 0.39900 平成31年２月14日 

第５回無担保投資法人債 平成26年３月11日 ― ― 3,000,000 0.68200 平成33年３月11日 

合計 ― 8,000,000 ― 14,500,000 ― ― ― ― 

（注１）特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

（注２）当期末において、貸借対照表上、１年内償還予定の投資法人債として流動負債に計上しています。 

（注３）投資法人債の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとおりです。 

 
１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

投資法人債   5,000,000     ―     ―     ―   3,500,000 

 

⑥ 借入金等明細表

（単位：千円）

区分 
当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期末 
残高 

平均 
利率 

（％） 
返済期限 使途 摘要 

  借入先 

短

期

借

入

金 

株式会社三菱東京UFJ銀行 2,300,000 ― 1,300,000 1,000,000 0.52488 

平成26年８月15日 

物件 

取得 

資金 

無担保・無保証 

(注２) 

株式会社みずほ銀行 2,300,000 ― 1,300,000 1,000,000 

0.52199 三菱UFJ信託銀行株式会社 2,300,000 ― 1,300,000 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 4,600,000 ― 2,600,000 2,000,000 

小計 11,500,000 ― 6,500,000 5,000,000        

長

期

借

入

金 

株式会社日本政策投資銀行 5,000,000 ― ― 5,000,000 1.95000 平成30年１月25日 

借換 

資金 

無担保・無保証 

(注２) 大同生命保険株式会社 3,000,000 ― ― 3,000,000 1.76625 平成28年３月10日 

株式会社日本政策投資銀行 5,000,000 ― ― 5,000,000 2.21100 平成27年６月25日 
無担保・無保証 

(注２) (注３) 

株式会社日本政策投資銀行 5,000,000 ― 5,000,000 ― 1.86458 平成26年２月25日 

無担保・無保証 

(注２) 

三井住友海上火災保険株式

会社 
1,000,000 ― 1,000,000 ― 

1.31250 平成26年６月25日 

 株式会社みずほ銀行 1,000,000 ― 1,000,000 ― 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 ― ― 1,000,000 

1.46250 平成27年７月26日 
無担保・無保証 

(注２) (注３) 
三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 ― ― 1,000,000 

信金中央金庫 2,000,000 ― ― 2,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 5,000,000 ― ― 5,000,000 1.63250 平成28年12月27日 

無担保・無保証 

(注２) 

三井住友信託銀行株式会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 
1.47625 

平成29年５月18日 

三井住友信託銀行株式会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 平成29年５月25日 

株式会社みずほ銀行 2,000,000 ― ― 2,000,000 1.45375 平成29年６月27日 

日本生命保険相互会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 1.36875 平成29年１月31日 

日本生命保険相互会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 1.49563 平成30年１月31日 

株式会社三菱東京UFJ銀行 5,000,000 ― ― 5,000,000 1.41375 平成30年３月26日 

株式会社みずほ銀行 1,700,000 ― ― 1,700,000 1.03500 平成27年11月11日 

株式会社みずほ銀行 1,700,000 ― ― 1,700,000 1.48875 平成30年11月11日 

株式会社三菱東京UFJ銀行 2,000,000 ― ― 2,000,000 1.37250 平成31年５月25日 

- 196 -



区分 
当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期末 
残高 

平均 
利率 

（％） 
返済期限 使途 摘要 

  借入先 

長

期

借

入

金 

株式会社日本政策投資銀行 4,000,000 ― ― 4,000,000 1.48000 平成32年６月25日 

借換 

資金 

無担保・無保証 

（注２） 

三井住友信託銀行株式会社 400,000 ― ― 400,000 
1.32375 平成31年６月29日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 400,000 ― ― 400,000 

農林中央金庫 1,000,000 ― ― 1,000,000 0.93500 平成29年７月25日 

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,400,000 ― ― 1,400,000 1.32250 平成31年８月29日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 1.24625 平成31年11月19日 

大同生命保険株式会社 500,000 ― ― 500,000 0.68125 平成27年12月25日 

株式会社みずほ銀行 500,000 ― ― 500,000 1.23375 平成31年12月25日 

三井住友信託銀行株式会社 2,900,000 ― ― 2,900,000 1.53375 平成32年12月25日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,500,000 ― ― 1,500,000 1.45125 平成32年６月25日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 500,000 ― ― 500,000 1.07500 平成30年６月25日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 500,000 ― ― 500,000 0.77500 平成28年６月25日 

みずほ信託銀行株式会社 1,500,000 ― ― 1,500,000 
1.91375 平成35年６月27日 

株式会社日本政策投資銀行 1,000,000 ― ― 1,000,000 

三井住友海上火災保険株式

会社 
500,000 ― ― 500,000 

1.47250 平成32年６月27日 

農林中央金庫 500,000 ― ― 500,000 

第一生命保険株式会社 2,500,000 ― ― 2,500,000 1.51375 平成33年７月31日 

第一生命保険株式会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 0.99125 平成30年７月31日 

日本生命保険相互会社 500,000 ― ― 500,000 1.51375 平成33年７月31日 

三井住友信託銀行株式会社 2,500,000 ― ― 2,500,000 
1.21000 平成32年12月25日 

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,000,000 ― ― 2,000,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,500,000 ― ― 1,500,000 0.95625 平成31年６月25日 

第一生命保険株式会社 1,000,000 ― ― 1,000,000 1.04625 平成32年１月27日 

農林中央金庫 3,000,000 ― ― 3,000,000 0.85000 平成31年１月27日 

 株式会社日本政策投資銀行 ― 5,000,000 ― 5,000,000 1.57750 平成36年２月25日 

 株式会社みずほ銀行 ― 1,000,000 ― 1,000,000 

1.05250 平成33年６月25日  三井住友海上火災保険株式 

 会社 
― 1,000,000 ― 1,000,000 

小計 83,500,000 7,000,000 7,000,000 83,500,000        

合計 95,000,000 7,000,000 13,500,000 88,500,000        

（注１）「平均利率」は、期中の加重平均を記載しています。 

（注２）本投資法人の財務状況によって、金利の付加、キャッシュ・リザーブ積立額の付加、資産の取得及び処分の制限、債務負担行為及

び支払の制限、配当の制限、追加担保の提供等の財務制限を受けることがあります。 

（注３）当期末において、貸借対照表上、１年内返済予定の長期借入金として流動負債に計上しています。 

（注４）長期借入金の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとおりです。 

 
１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 9,000,000 5,700,000 14,000,000 14,500,000 9,000,000 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

（平成26年７月31日現在）
 

Ⅰ 資産総額   230,969,486千円

Ⅱ 負債総額   118,029,008千円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）   112,940,478千円

Ⅳ 発行済数量   977,600口

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ）   115,528円
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第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 販売日 販売口数（口） 買戻し口数（口）

第17期
自 平成23年８月１日
至 平成24年１月31日

該当なし

第18期
自 平成24年２月１日
至 平成24年７月31日

該当なし

第19期
自 平成24年８月１日
至 平成25年１月31日

該当なし

第20期
自 平成25年２月１日
至 平成25年７月31日

該当なし

第21期
自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日

平成25年８月12日 23,764口 －

平成25年９月10日 2,376口 －

第22期
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

該当なし

 

- 199 -



第７【参考情報】
第22期計算期間中及びそれ以降に以下の書類を提出しました。

 

平成26年２月６日  発行登録追補書類

平成26年３月５日  発行登録追補書類

平成26年４月25日  有価証券報告書（第21期：自 平成25年８月１日 至 平成26年１月31日）

平成26年４月25日  訂正発行登録書
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成26年10月29日

東急リアル・エステート投資法人

役 員 会  御 中

あらた監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士  荒川  進

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士  太田  英男

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に

掲げられている東急リアル・エステート投資法人の平成26年２月１日から平成26年７月31日までの第22期計算期間の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロ

ー計算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東急リ

アル・エステート投資法人の平成26年７月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人(有価証券

    報告書提出会社)が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 


